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今日、お話しすること

０．はじめに…道総研とは

１．道総研の地域運営に関する研究の経緯

２．北海道における地域運営組織の必要性

３．道内の地域運営組織の形成状況

４．道総研の中間支援の取り組み
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０．はじめに…道総研とは

道総研は、21の研究所等、約1,090名の職員を有する総合試験研究機関です。
法人の運営を担う法人本部と研究を行う５つの研究本部で構成されています。

 ●設立年月日：平成22年（2010年）4月1日
 ●主たる事務所：札幌市北区北19条西11丁目 北海道総合研究プラザ
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昭和30年(1955)
北海道条例第５８号をもって札幌市に北海道立寒地建築研究所が
設置され、旧ブロック指導所庁舎において業務を開始する

昭和32年(1957)
札幌市琴似町二十四軒に庁舎が落成する。

平成元年(1989)
北海道立寒地住宅都市研究所に改組

平成14年(2002)
北海道立北方建築総合研究所に改組し、旭川市に移転

平成19年(2007)
構造計算適合性判定センターを札幌市に設置

平成22年(2010)
北海道立総合研究機構発足に伴い、建築研究本部として改組

平成30年(2018)
構造計算適合性判定センターと総務部性能評価課を合わせ、
建築性能試験センターを設置

建築研究本部 北方建築総合研究所 沿革 4



１．道総研の地域運営に関する研究の経緯

暮らしと産業の好循環による安心して豊かに暮らし続けられる自立した地域を形成

ヒト モノ
集荷場 移動先

ヒト・モノ交通システム

起業支援ツールの検討

1.生活環境の維持 再編に関する研究

地域の自立に向けた自助・公助・共助の展開

地域水インフラ

医療機関
社協

家族(町内外)
見守り家庭

温度、明るさ、
人の動きなど

安否報告、異変通知

見守り・健康支援システム

2.地域資源を活用した産業づくり支援に関する研究

産業づくり支援手法の普及拡大
1)住民起業を支える手法の確立と検証 ・事業の事前評価

(町内波及効果)
・課題整理
・事業設計

・需要側分析 等

観光施設
整備

特産物
加工事業

自治体施策へコンサルティング

2)自治体の事業化戦略を支える
コンサルティング手法の検証と普及拡大

2)地域の移動資源を活用した交通シス
テム構築

3)「高齢者見守り・健康
支援システム」の実用化
に向けたシステム開発と

検証

地域運営組織の形成支援

○地域のインフラ管理
（水インフラ管理、除雪等）
○生活サービス運営

（交通等）
○持続性に資する収益事業

低コストで効率的な
地域運営の展開

1)2)で期待される効果
高齢者の安全・快適な

暮らしの実現

3)で期待される効果

1)2)で期待される効果

「共助」の展開

4)で期待される効果

生活サービス運営手法

共
助
を
促
す
公
助
の
仕
組
み

イ
ン
フ
ラ
管
理
手
法

4)地域運営組織の形成・活動プロセスに
関する研究多様な主体の参画

1)持続性の高い地域
水供給インフラの運
営・再編支援システ

ムの開発

コンサル手法の活用

自治体の産業振興計画立案支援・地域における産業振興推進

R2-6戦略研究「持続可能な農村集落の維持・向上と新たな産業振興に向けた対策手法の確立」
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道の重要な施策等に関わる分野横断型の研究
で、法人の各研究分野間および大学や企業等
との連携により実施

担当機関
・建築研究本部（北総研）
＜リーダー 牛島 健＞

・農業研究本部（中央・十勝・北見農試）
・森林研究本部（林業試）
・産業技術環境研究本部（工試，エネ環地研）
協働研究機関
・北海道大学 ・北海道科学大学
協力機関
・道庁総合政策部 ・北海道運輸局
・北海道開発局
・下川町 ・富良野市 ・芽室町
・幌延町 ・むかわ町 等



150km

２．北海道における地域運営組織の必要性 6

名称（道開発局） 箇所数 人口 表現（機能）

圏域中心都市 24 357万人 都市（高次医療都市機能）

市街地 641 135万人 市街地（集落拠点）

生産空間 ー 46万人 居住地（生活・営農）

圏域中心都市

市街地

生産空間

※北海道道開発局では、第8期北海道総合開発計画におい
て都市機能や生活機能などの「機能面」に着目し、３層
で構成される「基礎圏域」を定義し1kmメッシュで描写。
本図は、同様の考え方により道総研建築研究本部が500m
メッシュで作図したものである。

北海道の地域構造



北海道内で人口減少が加速

特に、北海道内の農山漁村で人口減少が進行
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参考：国土数値情報・500mメッシュ別将来推計人口データ
（R6国政局推計）
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2050年のまちのすがた 8

・15～64歳：産業を支えている人たち ⇒ 2050年には約2/3～1/2に減少
・65～74歳：地域を支えてきた人たち ⇒減少＋産業の現役の働き手
・75歳以上：まだまだ地域を支えなければならない人たち ⇒地方で減少局面

出典：国土数値情報・令和2年度国勢調査に基づく250mメッシュ別将来推計
人口データ（R6国政局推計）に、小地域ポリゴンをGISで重ね合わせ
て北総研作成

北海道内の市町村（2020年を100とした将来人口の推移）

2000年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

合計 109.1 105.4100.0 90.2 80.9 71.3

0_14歳 14.8 12.2 10.5 8.1 6.8 6.0

15_64歳 74.3 64.8 54.1 48.6 40.5 33.1

65_75歳 12.1 14.4 16.5 12.2 13.4 11.8

75歳_ 7.9 13.5 17.6 21.4 20.2 20.4

2000年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

合計 130.0 114.8100.0 84.3 68.9 56.1

0_14歳 14.4 11.4 10.0 7.9 5.9 4.9

15_64歳 78.8 61.4 48.5 39.6 30.8 23.3

65_75歳 20.9 19.7 17.4 13.0 11.9 9.6

75歳_ 15.9 22.3 24.1 23.8 20.4 18.3

2000年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

合計 92.3 94.5100.0 96.5 91.1 84.9

0_14歳 12.4 12.9 13.1 11.6 10.3 9.6

15_64歳 58.5 55.2 53.8 52.7 46.8 41.3

65_75歳 11.6 12.4 15.3 10.5 13.7 12.5

75歳_ 9.7 14.1 17.9 21.8 20.3 21.6

ある中核市 ある中小都市ある中核市周辺都市

あまり減らない少し減る とても減る



人口減少の様々な問題～どう解決する？

水道 生活交通

商店、ガソリンスタンドの撤退

公共や民間による
生活機能維持の限界

町内会 公民館

地区社協 ○○実行委員会

企画課 産業課
保健

福祉課住民課
生涯

学習課

地域の既存組織

既存の共助組織では対応に限界

○縦割り、予算の
弾力的運用が困難

など

サービスの合理化

小学校

図 市町村の財政力指数（R5）
出典：総務省地方財政状況調査関係資料を基に作図
1に近づくほど、支出を自主財源で賄えている

○ 「世帯主」中心の団体
○高齢化による人口減少
○リーダーになる人材不足
○若者、女性の参加機会少

策定委員会

人口減少適応の方向性
広域化

自立化
小規模分散化

市町村域を超えるなど
スケールメリットの発揮

小学校区などを単位とした
新たな体制による機動力確保

人口が減る中で、地域をどのように運営していくべきか（人口減少の適応策）
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これまでの地域運営の方法、主体を再編する必要性

0-0.2
0.2-0.4
0.4-0.6
0.6-0.8
0.8-1.0
1.0～

市町村財政のひっ迫
職員減少

※北海道の
広域性か
ら限界



地域の運営に必要な「すき間」を「新たな体制」で埋めていく

今後の地域運営の体制を変えていく必要性 10

地
域
の
仕
事
に
必
要
な
労
力
の
規
模

【そだてる】【タネをまく】
変革期

10年 20年5年

移行期 安定・成熟期
【自立経営する】

民間ビジネス

公助

共助

自助

地域運営を担う新たな体制

公共交通
（赤字補填）

小規模インフラ
の管理

各種地域施設
指定管理
など

運転者の
高齢化

高齢者
見守り 地域の

困りごと

域内産業 地域運営組織
などの形成

地域運営
の再編



地域運営の考え方を変えていく必要性 11



３．道内の地域運営組織の形成状況 12
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北海道で地域運営組織形成が少ない要因

【北海道農村社会の構造的特質（酒井（2010）※）】

• 官製的な農村集落形成のため「官依存」的性格が強く自治的主体的性格に乏しい点

• 植民区画による地理的に分散した配置が農家間の相互・共同関係を希薄化した点

• 植民区画内に入会地などの共有財産が欠如し共同性・依存性が弱かった点

【契機の少なさ～市町村合併】

• 全国的には、市町村合併がＲＭＯ形成の契機となっている傾向があるが、北海道では議
論の機会が少なかったのではないか

13

※酒井恵真：北海道における「農村集落」の変貌と再編, 村落社会研究ジャーナル, 16巻, 2号, pp1-7, 2010. 
DOI https://doi.org/10.9747/jars.16.2_1

議論の契機がもともと少なく、
議論の必要性を挙げる地域からの声も多くはなかった？



北海道の地域運営組織の特徴

39

2835

22

2429

38

796

30

1098

24

983

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

全国

自治会･町内会 自治会･町内会の連合組織
公民館運営組織 その他
母体となった既存組織はない
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81

4218

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

全国

構成団体として行政参加 協力団体として参加 それ以外

特に力を入れている地域課題の分野 

98

6998

69

5387

46

4920

33

4616

49

5493

42

5057

9

1688

44

1248

6

1121

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

全国

住民交流 生涯学習･健康づくり
高齢者等の生活支援 子ども支援･子育て支援
防災･防犯･交通安全 地域環境整備
地域産業活性化 行政の代行

母体となった既存組織 行政の参加状況（構成団体／協力団体）
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データ出典：「地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査研究事業報告
書」のうち「地域運営組織調査」データ（令和6年度、総務省）

公民館運営組織 行政関与

行政の代行 公民館組織を母体とした地域運営組織
が多い、
行政が関与し、行政の代行を行う組織
が比較的多い



北海道的な「地域運営組織」とは？ 15

113

107

81

79

78

75

71

54

39

34

20

14

11

10

70

観光関係（特産品開発､道の駅等の管理運営､パンフ･ポスター作成等）

集会所等地域拠点の管理運営

個人敷地内の除雪や屋根の雪下ろし支援

道路の除雪（一般道）

農道や農業用水路等の草刈り・除雪

高齢者見守り・巡回等

公共施設（体育館や公園等を含む）の維持管理運営

地域交通（路線バス対象外地域）の運行など移動支援

児童クラブや子育てサロンの運営

上下水道の維持管理

移住促進（移住窓口、情報発信、体験移住支援など）

教育施設の維持管理（廃校含む）

空き家の管理・活用

公営住宅の維持管理

その他特徴的な活動（自由記述）

各団体の活動内容（複数回答あり） （組織数）

「地域運営組織」と名乗らず、行政の仕事を代行する企業・団体は多数存在

行政各課とつながり地域運営の仕事をする組織が中心

任意団体
196 (30%)

株式会社
109 (17%)

町内会・自治会・
連合会

 80 (12%)

その他法人 
47 (7%)

NPO
36 (5%)

有限会社 
35 (5%)

社会福祉法人
32 (5%)

一般社団法人 
29 (4%)

社会福祉協議会 
25 (4%)

一般財団法人
4 (1%)

その他・不明 
67 (10%)

組織のタイプ

R３年度集落実態調査（北海道実施、道総研協力）では、
地域の運営維持に係る様々な作業や活動について、行政と地域団体との

分担状況を把握した結果、660の地域団体を抽出



道総研が関わらせていただいた地区

(任意団体)スクラムプロジェクト

【構成員】14名
・まちまかない(株)スクラム
・穂別地域自治区地域協議会
・商工会女性部、自治会女性部
・JA女性部、青年部
・恐竜関係団体
・地域おこし協力隊

まちまかない(株)スクラム
【役員】3名
・商店経営者 ・建設業経営者
・役場ＯＢ

【社員】5名
・地域在住の人材

NPO法人ゆうほ（R7設立）

協力団体
・役場支所
・地元商店
・水道管理会社
・通信会社
・土木建設会社

・交通事業者
・ＪＡ
・森林組合
・高齢者事業団
・コミレス団体
・福祉法人
・町内会等

（運営支援）
・むかわ町役場穂別総合支所
・コンサルタント

協力団体
・役場
・地元商店
・土木建設会社
・小中学校

・町内会
・各種団体
（子育て、福祉、
アウトドア、手芸、
食、パークゴルフ、
神社等）

NPO法人ミナといかん

同じ体制

NPO法人ミナといかん

【役員】7名
・酪農経営者 ・運送業経営者
・建設業経営者 ・農業団体OB
他

【正会員】20名
・上記役員 ・酪農家 ・IT会社
・退職者(元酪農、元建設）他
【事務局】地域おこし協力隊、

集落支援員

協議機能 実行機能 協議機能 実行機能

幌延町問寒別地区むかわ町穂別地区
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設立年：令和6年6月
体制：地元関係者が役員、住民等が会員となったNPOが協議・実行
主な事業：地域デマンド交通（自家用有償旅客運送）、住み続け支援
事業（草刈り、除雪、見守り等）、公共空間等管理（果樹園、農村公
園維持管理）など

設立年：令和5年3月
体制：協議機能としてのスクラムプロジェクト、実行機能としてまち
まかない(株)シンカ、NPO法人ゆうほが設立
主な事業：サポート交通の運行、公共施設の管理、買い物拠点の運営
（予定）など



道内事例～住民が自主的にRMOを立ち上げ商店運営
NPO法人上美生

①上美生ほしぞらプラン会議
→住民で将来ビジョンや活動アイデアを出す団体

②上美生地域協議会→地域内で合意形成する団体
③NPO上美生→事業を具体的に実施する団体
※いずれも頭脳は一緒
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設立経緯

運営の特徴

山村留学など・・・人材の流入
人口減少・・・地域を考える会議
JA店舗の撤退、交通の問題
→NPOを設立し旧JA店舗で店舗・GS運営
交通空白地有償運送交通「KAMI便」

３つの団体の連携



地域の維持管理

公的施設の管理
地域の産業の育成

地域の生活支援

・地区町道の除排雪の受託
（連町308万円）

・ストックの有効活用
⇒旧木材工場をカーリング場に（どんころ）

⇒旧小学校の活用を検討中（どんころ）

・公民館落合分館の指定管理
（連町277万円）

・カーリング場，体育館，スポーツ研修センター
の指定管理（どんころ野外学校）

・旧小学校体育館の管理指導員の委嘱（連町）

・アウトドア産業の定着

・地域内同業者間の連携
（どんころ野外学校）

・町アウトドアイベントの運営
（どんころ野外学校内、SHCｸﾗﾌﾞゆっく）

・自宅や近所の寺の除雪の手伝い（どんころ）

・デイケアサービスの運営受託（どんころ）

・まちづくり地域活性化交付金
（連町67万円）

インフラ個別化の先進事例として

・水道は自身で沢から引き，自前で管理
・近隣（どんころ関係者）の家にも配水

道内事例～アウトドア団体を中心とした地域運営の動き

認定NPO法人どんころ野外学校

18



４．道総研の中間支援の取り組み

4-1. 地域運営の再編プロセスを支援する

4-2. 実態を把握し、可視化する

4-3. 知識を伝え、認識を共有する

4-4.地域再編をになう人材を育成する

4-5. 実践者同士が学び合う場をつくる

4-6. 中間支援を担う人・組織の基盤をつくる

19



4-1.地域運営の再編プロセスを支援する 実践ガイド作成 20

①地域の将来見通しから取組みの必要性を共有しよう
■わが町の将来を共有しよう
・人口／生活機能／生活インフラの将来予測
■行政内／地域住民内の意識向上と体制構築を進めよう

人口減少の危機感と対策
の必要性を皆で共有し
行政内／地域住民内の

検討体制をつくる

②地域の現状を把握し目標を設定しよう
■地域の現状を把握しよう～統計データ／現地調査／ワークショップによる把握
■地域の仕事の棚卸し手法を実践しよう～住民団体編／行政編
■地域住民とビジョンや解決策を話し合おう～ワークショップの手法（FDなど）
■行政による計画への位置づけ

地域住民で現状を共有し
地域づくりのビジョンと

実現に向けた計画をつくる

③事業検討・絞り込み、組織づくりをしよう
■まずはやってみよう－小規模実証のススメ～行政／地域住民が中心となった実証例
■実体験から改めて事業を絞り込む TN法によるディスカッションの促進
■組織づくりをすすめる

実際にいくつかの取り組み
を試行し、優先順位と
実施体制をつくる

④活動を評価する方法を検討し、随時見直そう
■活動の社会性を評価しよう～ロジックモデルを活用した評価／指標の設定方法
■評価をしたら改善につなげよう

アウトカムを中心とした
活動の評価方法を考える

⑤行政の関わり方について
■行政による支援体制について
■各省庁・他機関の参考マニュアル
■相談窓口

行政の地域への
関わり方を考える

むかわ町、幌延町で地域運営組織の形成に関わらせていただいた
実践から整理

実践ガイドに様々な手法・情報を掲載！



目標づくりのWS実施例）フューチャー・デザインのススメ

(1)50年後に暮らす人になりきってもらいます
（仮想未来人）

(3)「前言撤回」、推奨します

(2)ほかの人の発言は否定しない

「50年後に暮らす人の立場から、考えてみる」

フューチャー・デザイン・ワークショップの基本ルール

近視眼的な発想から離れて、
・本当に残したい、未来の「地域のありたい姿」を考え
・そうなるために、いま何をすべきかを考える

※「道総研まちづくり塾」や各種ワークショップで実施



地域の仕事の棚卸し手法（住民団体編）のすすめ方

手順1 条件設定

手順2 地域の維持管理に係る業務抽出

手順3 負担量の把握

手順4 必要性と課題の検討

調査対象地区と対象団体を設定します。日常的に一体で活動を行っているなど、まとまり
のある単位とします。

○調査対象地区の例：

町内会や連合町内会、小学校区の単位
○対象団体：

町内会、盆踊り、神社、老人クラブ、PTA、子育て支援活動、公民館、町委員会・協議会

各団体の総会資料や活動資料から年間事業および運営体制を把握
します。詳細はヒアリングで把握します。結果は、年間の活動内容
を一覧で整理します。（調査票はwebでダウンロードできます）

○活動の主な種類：

①日常の運営事務
②会議参加（総会、役員会、企画会議、町主催の会議出席等）
③行事やイベントの運営

資料調査及びヒアリングから、活動内容ごとに運営側の人数と時間を把握し、見える化
します。

○人数と時間の把握のコツ：

・総会資料、聞き取りなどで運営人数・時間を把握（役員数などで参加数を想定も可）
・会議時間など把握が難しい活動は、一律で3時間とするなど概略で把握する

○見える化のコツ：

・グラフで年間シーズンの活動量を表示。活動が多い時期、活動種類の多い時期に着目。

成果をもとに、地域住民間で活動の持続性について話し合います。

○議論のポイント：

・現行体制では存続が危ぶまれる活動や負担の多い活動はなにか
・時期をずらす、複数活動をまとめる、体制を変えるなど変更の可能性

○○年度
総会資料

4-2. 実態を把握し、可視化する（①住民編） 22

地域の仕事の棚卸し手法（住民団体編）の提案

地域の仕事の棚卸し手法（住民団体編）の例

【目的】
⚫ 町内会等の既存組織が行ってきた地域運営活動の見直し
⚫ 今後の人口減少に対応した継続・再編方法の検討

【想定される効果】
⚫ 感覚的ではなく客観的に負担量を算出⇒皆で共有可能
⚫ 負担量の多い時期が明らかになり、廃止する、重ねる、
時期をずらす、方法を変える等の具体的な検討が可能
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食改善事業 おひさま ワラベンチャー

老人クラブ 日赤奉仕団 町内会

盆踊り 諸会議 PTA

子育て支援 アウトドア体験

ピークを減らせない？
平準化できない？

実践ガイドに進め方を掲載！



大分類 所管部署 業務内容 委託の課題
①水道管理 建設 水道施設管理（週1～2回）、検針

（月1回）
マニュアル整備

②住宅管理 建設､企画､総務､
住民､教育

公営住宅･町有住宅の入退去管理､移住
促進住宅の清掃､修繕等、空き家管理

マニュアル整備

③公園･公園施
設管理､施設周
辺 除 雪､草 刈
り､清掃

総務､建設､教育､
企画､保福

社会体育業務､町施設除雪・雪下ろし、
高齢者除雪サービス（冬季、都度）、
町有施設清掃(毎日)、公園管理､遊具
塗装（年1～5回）

機材確保､一部で
技術指導が必要

④移動支援 企画､総務､住民､
教育､診療

医師送迎（月1回）、地域交通（週3
回）、町バス・スクールバス（毎日）

普通運転免許､過
疎地有償運送等
制度対応

4-2. 実態を把握し、可視化する（②行政編） 23

複数の部署が同じような
業務を実施
⇒まとめて地域に委託？

専門性の高い業務、
特別な機材の利用
⇒マニュアル、機材確保の検討

地域の仕事の棚卸し手法（行政編）の例

【目的】
⚫ 地域運営組織の財源確保のため委託事業の模索
⚫ 行政の地域運営手法の振り返りと地域住民等との新たな
役割分担の検討

【想定される効果】
⚫ 地域運営組織に委託可能な仕事の抽出
⚫ 行政の仕事の効率化や質の向上

地域の仕事の棚卸し手法（行政編）のすすめ方

手順1 条件設定

手順2 調査票による地域運営業務の調査

手順3 負担量の把握

手順4 地区内への委託可能性と課題の検討

調査対象地区を設定します。日常的に一体で維持管理を行っているなど、まとまりのある
単位とします。また、企画部門をはじめ、多くの部署の参画を促します。

○調査対象地区の例：町内会や連合町内会、小学校区の単位
○対象部署：集落に関わる全ての部署（企画、建設、産業・観光、教育、福祉、住民等）

調査票をもとに、業務を抽出します。また、業務情報として、職員が直営で行っている業
務や、既に地区内外の事業者や住民団体に委託している業務の作業内容・頻度を整理します。
（調査票はwebでダウンロードできます）

○活動の把握項目：

①主幹部署
②業務内容、実施中／実施の必要あるが未実施の分け
③業務時期・頻度・人数・業務時間
④直営／町外業者委託／町内業者委託／地域住民委託の分け
⑤備考（必要資格、機材、個人情報の取り扱い有り、など）

抽出した業務について、職員ワークショップで定量的に把握します。直営業務については
職員の人工数(人日)から人件費を推計します。また、消耗品や委託などの費用も把握します。

○人工（人日）数や人件費算出のコツ：

・年間頻度×業務時間から年間人工数を算出（８時間/日などで設定）
・職員の平均年間給与額から職員人件費を算出
・消耗品や委託にかかる費用を合計

職員ワークショップにより、抽出した業務を地区内の企業や住民団体に委託することが可
能かどうかを検討します。

○委託可能性の検討のポイント：

・専門性の高さや資格要件（教育、後方支援により実施可能かどうか）
・担い手の存在
・必要な資機材と貸与の可能性

地域の仕事の棚卸し手法（行政編）の提案
実践ガイドに進め方を掲載！



実践ガイドweb版

2025年3月より公開
http://hokkaido-rm.com

4-3.知識を伝え、認識を共有する 24

「地域運営LABO」の発行

「これからの地域運営 実践ガイド」の発行

24



行政職員・住民向け講演

豊浦町地域自主組織勉強会職員向け
(2025.6 主催:豊浦町)

旭川市コミュニティ懇談会
(2025.11 主催:旭川市市民委員会連絡協議会)

旭川市職員研修(2026.2 主催:旭川市)同 町民向け(2025.6 主催:豊浦町)

25



北海道地域運営セミナー2026

開催動画等は北海道庁webページで閲覧可能
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ckk/246650.html

北海道と連携

26



4-4.地域再編を担う人材（行政職員）を育成する 27

主催：地方独立行政法人 北海道立総合研究機構（企画開催：建築研究本部）
後援：北海道、公益財団法人 北海道市町村振興協会



4-5. 実践者同士が学び合う場をつくる
北海道地域運営ラボ 定期ミーティング開催中

28

活動状況は
https://hokkaido-rm.com/

で紹介しています

１．趣旨
北海道における地域運営組織の形成へ向け、担当している北海道内の市町村職員の悩みや

工夫を共有し、「みんなで一緒に走る」体制をつくる

２．開催概要
日時：毎月1回、第4or5月曜日 16時～17時（祝日の場合、休み明け）
方法：オンライン

３．運営方法
・参加自由、出欠報告不要
・事前にＥメール登録で各回ご案内
申し込みフォーム https://forms.gle/RNHedoUvFqVcdmKe8

・主に道内市町村職員向け。意欲のある道内関係者は誰でも参加OK ※道外参加者も試行参加中

・持ち込みテーマ大歓迎（行政、住民団体問わず、地域運営に関わるテーマ）

４．開催実績

申し込みフォーム

【令和7年度】
①開催回数：R7/6/30～毎月開催、10回開催
②主なテーマ：
・学ぶ機会：住民・行政の意識共有手法とリア
ルな反応、フューチャーデザインの手法福祉
と地域運営、公民館と地域運営、特定地域づ
くり事業協同組合の現状など

・つながる機会：小規模多機能自治推進NW北海
道ブロック会議と連携、道内地域運営組織リ
レートーク、ミーティング総括

③連携先：北海道、北星学園大、旭川市立大、
鷹栖町社協、小規模多機能自治推進NW北海道
ブロック会議など

【令和8年度】
・R8/4/27毎月開催、6回開催(現在継続中)
・主なテーマ
①学ぶ機会：地域おこし協力隊の定着に向け
た取り組み、空き家活用と地域運営、中間
支援について考える、農村におけるRMO
の形成支援について、など

②つながる機会：地域運営組織形成に向けた
今後取組みたいこと、北海道における地域
運営組織の単位や体制について考える

③連携先：北海道、上川町、NPO法人
ezorock、NPO法人きたのわ など

北海道と連携

https://hokkaido-rm.com/
https://hokkaido-rm.com/
https://hokkaido-rm.com/


4-6. 中間支援を担う人・組織の基盤をつくる 29

北海道地域運営ラボ定期ミーティング
⇒参加者が増加：地域運営に関係する様々な主体に拡大中
市町村職員、地域おこし協力隊、集落支援員、道・振興局職員に加え、中間支援を行う

団体、NPO等非営利、コンサルタント、大学研究者、道外の自治体職員や中間支援者など
（金融、運輸、農業、福祉、社会教育の行政担当者・専門家・実務者）

中間支援を担う各主体が重層的に存在し、相互が補完・連続
していくような体制づくりを北海道で実現したい

①都道府県・振興局
関連部署

②市町村職員
ネットワーク

③NPO等
非営利組織

④民間コンサル等
営利組織

⑤研究者
ネットワーク

・政策・制度設計
・市町村支援体制の構築
・広域調整・資源配分

・現場での伴走・調整
・他自治体との経験共有
・課題の共通化・工夫の蓄積

・住民伴走・合意形成支援
・ネットワーク形成
・人材育成・場づくり

・計画策定・分析支援
・事業家・実装支援
・専門知・手法の提供

・理論化・概念化
・方法論開発・評価
・知の翻訳・普及

スケール：広域
性格：制度支援

スケール：市町村
性格：実務支援・連携

スケール：地域・広域
性格：伴走支援・協働促進

スケール：地域・広域
性格：専門支援・実装支援

スケール：広域・全国
性格：知的基盤・批判的検証

課題把握 →  構想  →  合意形成  →  組織形成  → 事業化  → 運営・評価

5つのコミュニティが異なる強みを持ち、分担・補完・接続することで地域一体の中間支援機能を形成し、地域運営を支える

地域運営
再編プロセス


	スライド 1: 北海道内の地域運営組織の状況と 道総研の取り組み
	スライド 2: 今日、お話しすること
	スライド 3: ０．はじめに…道総研とは
	スライド 4: 建築研究本部　北方建築総合研究所　沿革
	スライド 5: １．道総研の地域運営に関する研究の経緯
	スライド 6: ２．北海道における地域運営組織の必要性
	スライド 7: 北海道内で人口減少が加速
	スライド 8: 2050年のまちのすがた
	スライド 9: 人口減少の様々な問題～どう解決する？
	スライド 10: 今後の地域運営の体制を変えていく必要性
	スライド 11: 地域運営の考え方を変えていく必要性
	スライド 12: ３．道内の地域運営組織の形成状況
	スライド 13: 北海道で地域運営組織形成が少ない要因
	スライド 14: 北海道の地域運営組織の特徴
	スライド 15: 北海道的な「地域運営組織」とは？
	スライド 16: 道総研が関わらせていただいた地区
	スライド 17: 道内事例～住民が自主的にRMOを立ち上げ商店運営
	スライド 18: 道内事例～アウトドア団体を中心とした地域運営の動き
	スライド 19: ４．道総研の中間支援の取り組み
	スライド 20: 4-1.地域運営の再編プロセスを支援する 実践ガイド作成
	スライド 21
	スライド 22: 4-2. 実態を把握し、可視化する（①住民編）
	スライド 23: 4-2. 実態を把握し、可視化する（②行政編）
	スライド 24: 4-3.知識を伝え、認識を共有する
	スライド 25: 行政職員・住民向け講演
	スライド 26: 北海道地域運営セミナー2026
	スライド 27: 4-4.地域再編を担う人材（行政職員）を育成する
	スライド 28: 4-5. 実践者同士が学び合う場をつくる 北海道地域運営ラボ 定期ミーティング 開催中
	スライド 29: 4-6. 中間支援を担う人・組織の基盤をつくる

